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は　じ　め　に
　われわれの民法第95条に定める「法律行為ノ要素」の錯誤は・どのような意義を有するのか・1こついて・
古くから，われわれの民法の教科書で，これに触れていないものはない。それにも拘らず，これについて，
理論上も，実際上も，十分に解決がなされているとは旨いえない。そして，これに関する本格的研究も僅
少ながら存しているにすぎないのである1）。そもそも盛この問題は，従来のその要素概念についての伝
統的意義づけでは，もはや，現在のすぐれて複雑な利害の対立・緊張の様相を呈する社会において，内心
の錯誤現象により現実に生起する個別的具体的な錯誤事件の処理に，十分に適応できなくなつてきている
のではないかの疑問から発して，さらに役従来の意思表示理論の再検討，加えて，個入の意思自治の原理
の探究にまで関連してくるのであるo
　そこで，本稿において，このような問題意識のもとに，まず，フランス民法における本質の錯誤（　一
Yerreur　sur　1a　substance）について検討してみるのである2）。　それは，フランスにおけ
る本質（substance）概念が・わが国の要素概念と同一の起源に立ち・多分に共通性を有し，また，
両者は，各々の錯誤制度においた類似の役割を果している㊨でガ十分，考察に値いすると思うからである。
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　本質の錯誤は，フランス民法で，．何を意味するのかについても，一般的に，相当重大な困難k問題とし
て，この解決の直接的利益は，現実に惹起する複雑な錯誤事件を理解しうる正確な公式を導き出すことに
あり・間接的には・錯誤理論を通じて・債務（oblightion）1・を基礎づけている意思（volont”e）
を追究し・意思自治（Pautonomie　de　la、volopte）の原理の意義と効力について解明する
ことにあるとしているs）。これに関する研究ついて，・ランスでは，特に，本質雛の歴史性の考察の
点で・Riccardo　Fubiniの論文が・その具体的問題の検討の点で，　Ja　c　qu　es　Mauryのそれ
がすぐれている‘）。
　本稿は，これらの観点を明らかにせんとの企図のもとに，フランス民法における本質の錯誤について，
特に，そ‘1）本質概念の意義の発展と，その適用範囲を中心に，以下において概観を試みようとするもので
ある0
　1）わが国では、主なものとして，杉之原舜一「『法律行為ノ要素』の錯誤に関する一考察」法協43
　　巻10号101頁以下，舟橋諄一「意思表示の錯誤」九大tO周年記念法学論文集所収593頁以下
　　同・「判例に現われたる『法律行為ノ要素』の錯誤」民商雑誌5巻4号748頁以下，川島武宜「意
　　思嬬と動機錯誤」民法解釈学の諸問題所収188頁以下・がある。なお・，ドイツ民法のそれについ
　　ては，村上淳一「ドイツ普通法学の錯誤論」法協76巻5号287頁以下，磯村哲「動機錯誤と行為
　　基礎」法学論叢76巻3号1頁以下，があるが，いまだ，フランス民法におけるそれを見出しえない。
　2）substanceの語は，本来，哲学的には物の実体（mati　’e　re）と同義であるが，法律用語と
　　しても「実質」ぐらいの訳が適切であろうが，これに関する現代外国法典叢書の条文の訳に従った
　　（仏蘭西民法ω25頁）。それは，ドイツ民法のwesentlichに該当すると解している。なお，
　　われわれの民法の要素の語は，フランスでmatiさreおよび1’e　’｝’倉mentにあたると思われる。
　3）Voy．　Jacques　Ma　ury．　L，erreur　sur　la　substance　dans　les
　　・・nt・at・atit・e・nで・eu・，　k，。des　d。　d・。it。i。i1。1。m毛m。i，e
　　de　Heri　Capitant，p．491，　no1．
　4）　Riccardo　Fubini，　Contribution　a　I’もtude　de　la　thざorie　de
　　I’erreμ・s・・1a　sub・t・nce・u・　les　qu・litるs　s・b・t。nti。11es，
　　R・v．t・imd・．ci・v．，t．1e，19・2，P．5・1・ts．，M・u・y，。P．
　　cit．　，　P491ets．．
．，・　1、’
　　フラン5民法は，その第1110条ag　t項で，「錯誤は，それが合意の目的をなす物の本質自体にか
　かるとき以外には，その合意の無効原因となることはない」（・・1’erreur　n’est　une
　　　　　　　　　　　　ノ．＿5，ause　de　nullit・d・la　c・n・・nti・nq・・1・rsq・’・11・t・mbesur
　la　subs　tance　m宣me　de　la　chosequi　en　e＆t・1’objet．“　）と規定し，本
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質の錯誤の文議用いているり。しかし・そこでは・単に物の本質自体の錯誤が合意の無効原因とな
るとの要件を規定しているにすぎず・その本質概念が何を意味しているのかについては，全ぐ明らかに
されていないのであり・これを・学説なり・判例に委ねる趣旨である。
　　もともと・この第1110条第1項の規定は‘ローマ法におけるerror面　corpore理論と
　error　in　substantia理論とに由来し，両者の混合したものと見られるのであり，とbわけ，
本質（substance）の語は，その後者を承継しているのである。しかし，ロ＿マ法のsubstan＿
tli’aの語は・単に物を構成する瀕的婚素（m・・ib・e）の意味にすぎないものである2）。そし
て・直接には・18世紀の大家Pothierの「錯誤は・単に物それ自伽〔chose　mAeme）に関する場
合のみならず，契約の当事者が主に意図している物7）性質（1a　qualit6　de　la　chose）　に関する
場合・また・物の本質（1・・ub・t・n・ed・1・・h・se）をなす場合にも合意を無効にする」
との見解鴨蹴置いて規定されたとするのが搬である3）。したが・て，P・・hi・・や民法の創
設者により第1110条に再現された本質（subs　tance）の意義は，ロ＿マ法のsubstantiaの
それに比較すれば・単なる物理的要素の意味から・より拡張されたものとして予定していたのである。
しかるに，本質の錯誤概念に，物の性質の錯誤をも包含せしめた意味を与えるに至るまでには，いくつ
かの時間的段階が存するのである。
　ところで，まず本質の錯誤の意義の発展を検討するにあたり明確にしておかなければならない基礎的
問題がいくつかある。
第一に・本質の錯誤と人の鐵（1’・・r’・・ur　su・1・p・rs・n・・）との関係である。第
1410条第1項の本質の錯誤は・その対象を物（objet）に限定し，その第2項で「錯誤は，相手
方と契約をなそうとする・その人にかかるにすぎないときは・なんら無効原因となることはない。但し，
その人の考慮が合意の主要な原因であるときは，この限りではない」と規定し，入の錯誤を，別個の主
要な原因（la　ca・・e　p・i・・ip・1・）の概念でとらえている’）。この両者の区分は，SCの
対象が，物か入かに，かかるものであるかによるだけであつて，本質概念につき主観的意味を与える立
場からは，人の錯誤の問題にも，その理論が十分に応用できるのである。
　第二に，フランスにおける錯誤論一般の問題である。錯誤は，r般的には，現実に対する誤った表象
であり，すなわち，それは誤っているものを正しいと信じ，正しいものを誤つていると信じる精神作用
であるとしているり。そして・錯誤は舗に影響を及e6しうるがゆえに法的保護の対象となるのであ
るが・この法律構成について・従来から・錯誤は承諾を瑠疵あらしめるから無効原因となるとの承諾の
職説く1・thも・・i・d・・vi・eS　d・9・ncen・・m・n・）によるのカ・搬であ・％とこ
ろが・近時源因説（1・th’e・・i・9・1a　cause）で轍する有加一派ヵ1現われてきたの
である。この立場は・Doma　tの原因理論に基礎を置いて，錯誤は，合意によつて生じる債務の原因の
欠如左いし虚偽の原因をなすと立論して・原因理論の中に位置づけるのである。これら両主張の対立は，
本稿の問題とする本質概念の意義の解釈にも微妙に影響してくるのである◎　　’
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　第三に，本質の錯誤の意義を設定するに際して，特に，錯誤者本入とその相手方との公平の要請を守
らねばならないことである。それは錯誤者を保護する趣旨で，本質概念の本来の厳格な解釈を緩和するこ
とは・他面では・その概念の拡張によo’て，その適用範囲が拡大されて，相手方，すなわち，錯誤の犠
牲者（victime）の保護に欠ける恐れを内在しているからである。錯誤の存在について，相手方の
予測可能性が問題になるのも・実にこの点に関するものである。
　1）拙稿「法律の錯誤概念」明治大学大学院紀要第6集291頁。
　2）　Fubini，　oP．　cit．，　P．305　et　s．，　nos3　et　s．，　Henri　et　L奄on
　　M・xea・d・・Jean　M・xea・d・L・9・n・d・d・・it・i・i・1・t・2e・
　　5e6d．，1965，　P．1、5　2・t・．，。。165。
　5）一’J’ean　Bouleugert　Erreur，　R6pertoire　de　droit　civil，　Dalloz
　　encyclopedie　juridique，　P．575　no　i5．
　　　なお；この点に関し，G、hestinは民法の創設者はPothierの理論を不手際に，まねている
　　として批判的である（Jacques　Ghestin，　La　notion　♂erreur　dans　le
　　droit　positif　actuel・　1965，　P．3t　n°52）誰らに，　Fubiniは・本質
　　の錯誤の概念について，主観説の立場はPothierの立論によるのであり，客観説の立場は
　　Savigny　に由来していると指摘している（Fubini・　oP．　cit．，　P．304n°5）。
　4）　ry，　aprl…s　l’article　1110・　a1　2・C・　civ・　　・　1　，　erreur・・n’　est　point　une
　　cause　de　nu’1．1ite，　lorsqぜclle　ne　tombe　que　sur　la　qersonne　avec　laqelle
　　crn　a　intention　de　contracter，　き　n’roins　que　la　consideration　de　cette
　　personne　ne　soit　la　cause　rincipale　de　a　convention“．　（邦訳．仏蘭西属
　　法皿，25．頁参照）。
　5）　Ghestin，　op．　cit．，　p．　I　not
2　本質の錯誤の意義
　　（1）　客観説の後退
　　「物の本質自休」の錯誤とは，フランス民法で，どのような意味をなすのかの解釈について，契約
に関して裁判官の介入を抑制する見地から，その厳格な制限的解釈をなす古典的学者が主張する客観
説（Ia　th60rie　objectivc）と，契約‘こおける当事者の意思をより強く尊重する見地から，
その厳格性を緩和して，拡張的解釈を施し，より具体的個別的に錯誤事件を処理しようとする・新し』
い学者の主張‘こかかる主観説（Ia　th60rie　subjective）とに大別できるのである。そし
て，現在では，フランスの学説・判例は，概して，後者の主観的見解に固まる傾向にあるといえるり。
しかし，主観的立場においても・近時・原因理論によってとらえる有力7i：主張も存しセきているのである。
　　客観説においては，本質概念はローマ法におけると同様に有機的な物の物質的さ要素（rna　t驚”
　re）κ固執レて定義づけようとするのである。それは第1110条の「物の本質自体」の解釈につ
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いて，あぐまでも，客観的に・誰れにでも当然本質をなしているものとして，物理学的観点から把握
しょうとする態度である。この立場からは，その制限的本質概念を，具体的に錯誤事件に適用できる
範囲は比較的狭くなるけれども，客観的基準を設けているところに利益がある。それは裁判官の恣意
を抑圧して・法的安定を保持することになるからであるからである。この代表的論者たるAubry
etRauによれば「錯誤は・両当事者・または・その一方が，物の性質自体（nature　m倉me）
にっいて，物の真の状態を知つていれば，債務を負わなかったであろうことが確定的である限度にお
いて，合意の無効原因になるにすぎない」との基準のもとに，また，民法第1110条は「合意の目
的を構成するところの物に関する錯誤で，それ白身において，または，他の周囲の状況・条件とは別
個に，その錯誤が物の本質自体に係る場合にのみ合意の無効原因となるにすぎない」と解釈して，つ
ぎに，物の本質については，「単にそれを構成する物質的要素のみならず，集合物が，その特殊的性
質を決定しているところの，また，共通概念によつて，ある物を他の種類から区別するところの特性
（propretes）をも意味しなければ左らない」とする2）。すなわち，本来の要素の意味の他に，
他種から区別しうる特性を備えていれば，第1110条の本質概念の中に含ませることができるとし
て，やや緩和した理論を唱えている。さらに，この公式を具体的に適用すれば，例えぱ，物の起源や，
新旧の古さ，また，物の重要度，等に関しての，いわゆる物の性質について錯誤ある場合には，「両
当事者が指定し，または，一定の同類の性質を意図しているのでなければ，その錯誤は，絶対に契約
を蝦疵あらしめない」とし，また，絵画の売買において，「買主が古典であると思つて，その代金を
支払つた場合，たとえ，それが錯誤によつていても，両当事者が，その性質を全ぐ明示していなけれ
ば・また・売主が真実を詐欺的に仮装したとの非難を受けなげれば，その効力に影響はない」と説明
するのである3）。
　これに対し・Boulange「は・「物の特殊的性質について・なお・明らかでない」と批判してい
るが’），Ghes・i・が指摘するように，A・b・y・t　R・uの意肋らは，現在の主観的立叡
も共通に見出し得る・性質（qualit’e）の考慮の価値について，また，本質的性質を，一般的意
見（1’oPinion　genera1）によつて決定することなどに考慮する余地が十分に窺えるのであ
る5）。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　／
　さらに・客観的立場を明確にするDemogueは，判例が，錯誤について，重要な程度（les’
points　importants）と、第’二次的程度（1es　points　secondaires）とを考慮
しているとして，重要な程度・すなわち・物の本質は・一般入にとつて通常，契約において，かなり
重要なものと見えるところのものとしている。例えぱ，家真を，よいものの思つて買う場合，また，’
署名入りの絵と思つて買う場合に，もし，通常の性質を欠くならば，その錯誤は合意の無効原因をな
すとする6）。これは運要耀豚ある錯誤を本質の鎌で，その騨を一re入勲は冠会的な
通常性に求めているのであるが・ここにおいても・前述Aubry　et　Rau　をはじめ，客観説特有
の問題である，現実に生起する個人的に複雑な錯誤事件を処理するには不十分である乏いうことが，
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生じてくる。
（2）主　観　説　　　　　　　　　　　　　　　　　　t一
　これに対し，本質の錯誤の意義について，フランスの現代の学説は，概ね主観的意味を・与えている
といえる。これは，錯誤者個人の心理学的な意思を重視してとらえる立場で，客観説の欠陥を補充し
ようとの反動から生じてきたのである。すなわち，本質概念は，単に物質的要素のみならず，物の性
質・性状・来歴等についても同様に包含した意味を有するのであり，伝統的な制限的本質概念を捨て
て，新しい拡張的な本質概念を設定したのである。その本質（substance）の概念は・他の表現
によれば＜matiセre＞，＜も1るment＞，〈quaritる　substantielle（本質的性質）〉
〈quarite　detもrmine（決定的性質）〉のいずれをも包摂するものである。いな，現在では・
本質概念は，本質的性質と同義なものと左るに至つた。しかし，本質的性質に置き換えたとしても，
単にある一定の広がりのある傾向を備え，また，両当事者の共通意思で契約の要素や条件になるとい
うことを考慮する価値があるにすぎず，依然として，本質的性質とは何かの問題が残つているのであ
る7）。
　まず，RiPert　et　Boulangerは，「合意をなすについて，両当事者が，それなしでは契
約をなさなかったであろうような，主として，意図していた乏ころの性質を本質的といえる」として
いる8）。そして，C・1inetC・pi・・t・ntは・そ轍科書で「物の本蹴，契約者が誰れであ
ろうと＿定の，常に同＿の要素（61急ment）の集合では左い。逆に・それは個々人とともに変化
しうる要素である。それは，原則として，一方の，または，両方の契約当事者が意図していた性質で
あり，契約当事者を決定づける（d6termine）ものである」とする9）。　これは，錯誤事件の具
体性ないし個別性を指摘し，また，決定の語を導入している点が特異である。このように，主観的立
場から，本質概念は，拡張され，種々の語で置き換えられるのであるが・それらの間に，実際的には・
そう大差ないものであると思う。
㈲　原因説の蓬頭
　この主観的立場の内でも，特に原因理論によつて把握する有力な一派がある。その代表である
　ノ　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　；’：Nr・
g急pitantは，まず，民法ag　1110条を解釈して，「契約者によつてなされる錯誤は・彼らが
?
追求する目的（but）に関する錯誤で，いわゆるその債務の原因（cause）に関する錯誤である」
から，債務を暇疵あらしめるものではなく，債務の原因自体にかかる場合にかぎり民法第1110条
が適用されるのであるとして・いわゆる性質の錯誤について・「結局’われわれが・契約時…に意図し
た性質自体でなくとも，主として，意図した性質は何か」によつて決定すべきであるとする。そして，
具体的には，銀と思つて燭台を買う場合，事実それが，銀張の銅にすぎなかつたとの例について，
「その買主は，自分で望んでいたものを得ていない，すなわち，望んでいた結論に到達していないの
である。そして，その者は，銀の燭台の所有権者になることを望んだのであるから，自ら債務を負う
のである。この主観的理解は，それ自身において，物の本質を，その者が求めるところの目的（dut）
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と合体しているのである。そこにおいて，債務の原因は必要次くぺからざるものになる」と述べてい
る1°）。もちろん，この主張の基慰は，bるm・・の原因職があるのであ。て，それは，「事実の
錯誤は，その錯誤者が，ある事実の真実窪を知らないために，合意に同意を与えたにすぎないことが
明らかな場合で，しかも，合意が，その知られなかった真実の点以外のことがらを合意の基礎としな
いことが判定できる場合に，その錯誤は，どんな損失を約束していても，また，求めていた使用権を
欠いていても，合意を無効にするに十分である。その場合，われわれは，合意が単に原因を欠くばか
りではなく，虚偽の原因に基礎づけられているにすぎないことも発見される」との立論である11）。
　しかし・本質の概念と目的（but）どが合体しているとのC’apitantの説明かC－，は，正しいも
のを含んでいるのであろうが，ここでも，何故に，暇疵説がいけないのかについて，明らかでなく，
速かには，この見解を入れることはできないのである。
　1）Voy．　Ambroise　Colin．et　Henri　Capitant，　Cours　急1’ementaire
　　de　dro五t　civil　fran∫aist　t．　2，　2e　1ed．　・　1955，　par　Leon
　　JuIliot　de　la　Morandieζe　p．43　et℃　　no58．　Georges　Ripert
　　et　Jean　Bonlanger，　Trait6　61iementaire　de　droit　ciヤi・1・del
　　Pl。ni・1，　t．2　”　4e1e　d．，1952，　P．74　n。199，　M・・andi・・e，　P・6・i・
　　de　eroit　civi1，　t。2　4『｛≦d　1966，　P。188，
・）A・b・y・tR・u・．C・ursd・d・・it・丑・1’1　f・a・ng・1・・t・…　％d．，
　　1942　ξ543　　p。　455・
　5）Aubry　et　Ra　u，　op．　cit．，　pp．454．434
　4）　Boulangert　Erreurt　P．575　no　15．
　5）　Ghestin，　oP．　cit．，　P．、29　no29．
　6）Ren急　Demogue，　Traitie　des　obligations　en　gie　n”e　ra1，　t．2，
　　1925，　no　234　pp．584．585．
　7）G．hestin，　oP．　cit．，　P．27　no27，　Ma　ury，　oP．　c量t．，　P．495　no5．
　8）Ripert　et　Boulangerr　Trait6・も16mentaire，　P．74　no198．　なお，
　　Esmein、は〈essentia1＞の語を用いている。　（Planiol　et　Ripert、par
　　Esmein，　Trait6，　p．219　et．　s　no　185）0
　9）CoIin　et　Capitant　par　Morandiere，　Cours毛1毛mentaire，
　　p．　45，　　nO　58．
1・）Hen・i　C・pit・nt，　D・1・、ause　d…　blig。‘i・。n・，2・毛d．，1924，
　　p．　220　n9・102　et　s．
11）　Jean　Domat，　Les　loix　civiles　dans　leur　ordre　nature1，　t．
　　1．　Tit．18，　s¢ct．1　n曾7　P．137．
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5判例の分析　　　　　　　　　　　　　　　 ．． @　’
　錯誤における本質の意義について，フランス破殿院および下級裁判所の態度は，近時，ますます，そ
の拡張の傾向はあ拓概して前述主観説の立場を貫ぬいているといえる。そこで，現在では本質概念は，
単に物の物質的な要素を意味する場合はもちろん，さらに，いわゆる性質の錯誤も認められており，本
質的性質または，決定的性質の意味をも包含するに至つている。すなわち，判例理論は，一般に，錯誤
なかりせぱ当事者が契約をなさなかったであろうとの性質が認められる場合には本質の錯誤があるとの
公式に到達しているのである。具体的には，物の性質，例えば，物の起源，古さ，また，その作者等に
適例を見出しうるが，もちろん，物を構成する要素・例えば，土地の使用権等，にも起るのは明らかで
ある。ここでは，特に重要な判決を二・三掲げて，具体的に検討を試みてみよう。
　第一に，売買の目的たる美術品の作者について誤信がある事案について，t890年5月16日，パ
　リ控訴院判決がある。まず，事実はこうである。1885年4月中に，絵画の展覧会が，ある美術学校
で開催された。訪れる人々は・T．の所有の浴槽の中のマラーを描いた絵を，ルイ．ダビデの原作にか
かる原画であると思つていた。ところが，そのダビデの孫にあたるC．は，その陳列した絵は，自分の
所有する原画の模写にすぎなV・と主張し，セーヌ裁判所に，T．を，出品目録の修正と〈Par　Dar－
id（ダビデkよる）〉の言融を〈d’ap・es　D・vid（ダビデ鷹・た）〉嬬換えて，絵Va記載
することを訴えたのである。それから・今度は順に・T，がR．に保証を訴求した。R．は絵の商人で，
係争の絵をT．に売ったのである。その際，R．は証明書に「私は，浴槽におけるマラーを描いたダビ
デの絵は……であると証明します」と記載していた。
　これに対して・第一審裁判所は・3入の鑑定人に・当該絵が原画か複写かの調査を依頼したのである。
しかし，それがダビデの手にかかる原画であるとの証言と，逆に，ダビデの手にかかる複写であるとの
二通りの証言が生じ，裁判所は，それが複写であると判断して，C．の請求を認めた・また，　T．から
R：に対する請求については，上記証明書の文言は，当該絵の売買取引において，絵がダビデの原作である
ことを明白に確認していることを意味すると判断した。したがって　また，錯誤は，それが目的をなす物
の本質自体に関する場合に，売買契約を環疵あらしめるので，当該絵画の事件において，売った絵が本物
かどうか画家の人格は法律的観点からも，また，契約の両当事老の考えからも，物の本質自体を構成する
と判断し・当該絵の売買はダビデの手によるものではないから錯誤によって無効原因となる。また，第二審
では・Rが・T．とCとを訴えたのであるが，1890年5月16日パリ控訴院の判決も．錯誤に関し
て著作の人格は本質的（substantielle）であるとした以外は，同趣旨であるが，さらに，当該
事件は破鍛院に上告されたか，そこでは，第1110条の錯誤は争われなかった！）。
　当該美術品の原作か複写かの錯誤事件は，フランスで，たびたび起るのであるが，当該判決から，第
一審では「物の本質自体」としているが，第二審で，本質的であるとした点，本質概念を拡張した主観
説の立場であることがわかるのである。
　第二に，売買の目的をなす骨董品の時代について誤信していた事案について，1931年5月18日
リヨン控訴院の判決がある。
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　　B婦入は・リヨンで古画の取引の仲介蝶とするC・の所で，1929年・月中に，特噸味深い形
と輪郭をした寄木細工のルイt5世の・・」・さ娘卓醗見し，長い醐査して後，急いで，パリに則，
もs　；”一人の髄屋Rに・彼は・特に古い額と絵画を取引しているので，そのことを知らせた．そこで，
R・t＃　i）ヨンに妃の息子を指し向け・e己のために・B鰍との間にその売買契約を締結したようで
ある。そして，R・の息子は・当該家具を綿密に調査して・売主Bに5千フランの価格を判定したので
ある・そこで・B鰍は受取証Sva「パリのオスマン通り・1’34のR氏から，ルイ15世の．」、さ鹸
卓の売取対し・纐5千・ランを受勒ましちその総額は，1929年・月2・日リ。ン，ガリパ
ルデ樋り3・の私の住所で支払われた」と記載した。その翌日，当該櫨，刈に発送され洞B，
夕旅到着した・ところで改のR氏は・1929年・月le，B鰍に手紙で「私は，あ雄に買。
た机を受勅ました・しかし・われ棟の舗力・一致してい伽ことを，いわばその机が古いものでは
ないということを通知することを，お気の毒に思います。そこで，私は，あなたが，われわれの取引を
鰯にするように懇騒します……」と知らせた。そこで・敵，B鰍は，古画商C．に「私は，R
氏から受取つた手紙を見てびつくりしました。……私は常に，その机が異議をはさむ余地のないものと
ばかり思つておりました」と手紙を送つた。　－B　re人が係争の机の返還に反対し，拒絶したのに関し，　R
氏は・鰍を生じるところの物の本質の錯誤の舳で涜買の解約告知を求めた鮒で効ます。
第藩裁判所はRの請求を却下したが・その舳中に・当該棚，謎に・レt・5世の型騰えてい
．る。そして日常の使用については15世の風格があるといえる。しかし，疑問な点は，その机が，ルイ
15世の時代のものか，また，その時代（6poque）の考慮が，　R氏ないし，その代理入の合意に決
定的（d’etermine）であるかどうかということであるζしている。そして，第二審であるリヨン控
訴院は・本質の錯誤は・芸術品の買主が・何よりも先ず・それが古いがゆえ鯨めるという場合に，そ
の条件が満されると誤信していたという事実があれば生じうることであるとして，当該古さは，その売
買の本質的歎は決定雌質（uneq・a、1’・6・・b・・・・…li・・’・’e…m…n・・）
を構成していると判断している2）
　　　　　　　　　　　　　　　o
　当該判決からは，本質の錯誤は本質的性質および決定的性質の錯誤をも意味することが明らかであり，
当該撒は下綴判所のものであるが・すこぶる拡張的麟質鵬の把握の駿が織るのである。
　第三に・売買の目的たる土地の面積に不足があるのを知らないで契約をなした事案について，1951
年t1月23日破殿院判決がある。まず・1924年6月15日売主B．は買主C・．に対し，＜villa
Jacquelin＞と命名したところの自己の所有地を私文書で3千6百フランで売渡した。その代金は，
同年7月末日までに遅轍伎払うべくtもし綻日に当該売買が公文書で確認され鮒れぱ，＿定の
条件附で・売買契約を解除するどの契約がなされていた。そしてその全額が支払われた。しかし，C．
は・その土地の面積を証書の文面に記載することなく，ただ，Bが代理入に示した新聞広告にょ祉お
り・7万8千平方メートルの土地であると思い込んでいたのである。ところが，実際の土地の面積は5
千余平方メートルにすぎないものであつた。
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　これに対し，1926年6月24日ボルト゜一控訴院は，面積に関する錯誤は，売買目的物の本質的性
質（qualit’e　substantieile）と考えられるので，契約の無効原因となると判示した。上告
理由で，それを不服としたのであるが，破殿院は，前審と同様の立場から，それを支持して，原則とし
ては，売買の目的たる不動産の面積に不足があり，価格に減少を生じうる場合においても・売買により・
両当事者が，その効果として予想していた用途に不向きなことが明白な場合には，契約の目的の本質的
性質に関する錯誤である，としている3）。
　当該事件に対する控訴院・破殿院の両判決から，土地の面積の不足という，従来から，主張されてい
る物質的な意味の本質概念に属していたものも，それ以外の性質の錯誤と，なんら区別する必要はなく
本質概念を，そのまま本質的性質の意味に置換えていることが解るのである。
　1）Civ．　23　d’ec．　1891，　D．　P．　1892．1．409．　なお・これと類似の絵画の署作者に
　　誤信ある錯誤事件の判決として，Civ．　25　jull．　1900，　D．P．　1904．1．611・
　　Civ．　16　d6c．　1964，　D．J．　1965．　156．
　2）Lyon，　18mars　1931，　D．　P．　1955．2．25．　さらに物の古さについての錯誤判例
　　として，Agen，　50　avril．　1884，　（Civ．　26　0ct．　t886，　S．　1887．1．
　　153）。
　5）　Civ．　23　nov．　　1951，　D．　P．　　193Z　1．129．　note　Lois　Josserand・
4　具体的適用範囲の拡大
　本質概念の拡張的解釈をなす現在の一般的傾向は，その具体的な適用範囲についても拡大を生じ，従
来からの錯誤の主要問題である動機の錯誤（1’erreur　sur　les　motifs）の法律構成にも・
また，法律の錯誤（1さrreur　de　droit）のそれにも・大きな影響を及ぼしている。そして・そ
の本質的性質は，それら両問題をも，容易に解決してしまいそうに見える。しかし，その反面において
錯誤の相手方の保護の必要性の点から，自ら一定の制限が生じ，その縮少の方向も窺えるのである。
　第一に，本質概念と動機の錯誤の関係から始める。意思表示φ伝統的区分に従えぱ，意思を決定する
動機における錯誤はづ意思内容の錯誤とは区別され，その動機は内心にとどまるにすぎず，純粋に個人
的なものであり，本来，動機は，合意から生じる債務の目的とは無縁である。したがつて，第1tlo
条第1項に定める目的（objet）にはなりえないとの理由から・本質概念を動機錯誤に適用すること
に消極的な立場がある1）。　これは，錯誤の相手方を考慮する見地に立つものであるが・その内でも・
　Maury　は，有償契約における給付について錯誤ある場合については特列的に動機が当事者の両給付
の特質として表示されている場合，および・それら給付の内に黙示に潜んでいる場合にも，本質となる
と理解している。しかし，本質錯誤と動機錯誤の区別について，本質錯誤は，単に動機を入れる基礎を
提供しているにすぎないので，それらの区別の基準の追穽を残しているとして，両者の区別の必要性を
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　これに対し，積極的立場からは，動機も，一定の基準のもとに，目的と関係づけられるのであり，ま
た，本質的性質の解釈方法は，第1110条の対象の中に，増々容易に入ってくるのであるとするs）。
現在の学説・判例がとる決定的動機の錯誤（12erreur　sur　les　motifs　d6termina－・
nts）理論は，その所産である。しかし，この決定的動機理論は，錯誤の犠牲者の保護に欠けるもの
であつては，その十分な実行性を見ることができないのであるから，その点について，Ghestinの
予測可能性の考えを，その限界に置く必要があるのではないかと思う4）。　また，錯誤の原因説から，
Capitantは動機の錯誤も，また，目的（but）の錯誤であり，債務の原因の錯誤であるとする
5）。しかし，これは，動機と原因の困難な区分に基礎を置いているにすぎず，市民法の各条文を基礎
にして解釈すべきだ・の批判的臆見もあるe）。
　それでは，ここで・動機の錯誤との関係で最もよく取り上げられる，1915年1月28日破穀院判
決を掲げてみよう。まず，事実はこうである。労働者であるD．は1908年10月t8日，労働によ
る事故で負傷した。そのことで，Dは，自己の会社および，その保険会社と，一致して，当該仕事によ
る事故は，自己の俸給の減額を生じさせるよケな恒常的な病弱を引起さない旨を確約した。そして，そ
の一一致を・裁判長の命令で証書を与えていた。そしてこの一致は・鑑定入が被害者の職業的価値を3．／100
．だけ軽減するところの恒常的または断続的病弱と結論づけた証言を信頼したからである。ところが，2
回目の鑑定入の証言で，レントゲン写真・精神検査で，通常の俸給の8／10〔MO／100を減額せねばな
らないほどの恒常的病弱による損害を確認したと述べたのである。したがつて，D．は，その錯誤にょ
って，合意の無効を求めたようである。
　これに対し，1910年11月18日・パリ控訴院は，Dの請求について「負傷の重大性や効果の評
価は，両当事者の権限に戻っている。ーまた引起した損害の評価の錯誤は裁判官によつて，自由に認め，
裁可された，合致を無効にする権限はない」との理由で却下した。さらに，破殿院民事部は，一方では，
これに関する特別法令を基礎に裁判長が賠償額の固定，証書の附与の権限のないことから，他方では，
D，による錯誤は負翁した無能力の性質自体に関するものであるとして「錯誤は，それがなかりせば，
当事者の一方が契約をなさなかったであろうところの性質を有する場合には，物の本質自体に関するも
のと考えられなければならない」と判断した7）。
　当該判決では，当該事件を直接・動機の錯誤とは言つていないが，それが動機錯誤の事件であること
は明らかであり破殿院の見解は，決定的動機の錯誤ばかりか，本質概念の説明にも十分，合致している
ものである。
　第二に，本質概念と法律の錯誤との関係を考察する。従来から，錯誤の対象は，単に事実のみならず，
法律をも含ましめていた。したがつて，本質の錯誤の問題は，事実の錯誤におけると同様に，法舜自体
の存在・性質・構成について，本質的錯誤の適用を受けるのである。例えば，法律が改正されたことを
知らないで・自己に帰属する所有権が・虚無の所有権（nue　propri6t6・）であると信じて・相続
放棄をなしたのであるが・現実には完全な所有権が帰属していた事案について．t9ろ0年1i月17
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臼微院判決は・特に訪当事者の合渤・・その当事者のすべて噸無である拷え，また，契約の効，
果として取得しうると考・e・fcところの権利の性勲持つようk，麟の齢でも・て凝さ撮ときは
本質について錯誤あると判断するとなすS）。
当該法律の錯誤の判例からも・本質の拡張的解釈の駿が，「凝されたとき」との文言から明らカ．
である。なお，この事案は，動機の錯誤をも含むもので，．したがつて判決の中に決定の語が使用された
ものと思われる。
　1）　Voy．　　　　　　　　　　　　　’　　　　　　　　os　　 　　　Ghestin，　op．　clt．， p．59　n　　58．59．
2）．M・u「y・・P・・it・・n°・2・t…21．　PP．5・5．et
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　おわりに
似上に挿て・・ランス民激繍る本質嬬諏ついて，特に，本質齢の臓の発展、，その適用
鯛の拡大の鮪について・ひとと幼の考察をして獣のであるがt．そとで，以下の。、がいえると思
うのである。
まず・灘フランスの学説・糊は・概ね・類概念の臓について瀦誤者個入の意思をできるかぎ
鱒重しようとの見地から・本質的噸と同動ものとして置換え・その拡鮒解釈を与えている主騨
立撒醗つてきているのであり・また・この法律構成は・・ランスに締て，具体的に，複鞠別的な
錯誤鮒の処理によく適応しているといえるのである。こうした傾向は，それと趣の点で共製を有す
るわが国の鎌嬬ける要羅念について再検討するに繍ても＋SfC示唆授けると思われる。
　つぎに，フランスにおいて，本質概念の拡張により・その具体的適用範囲を拡大しすぎているのではな
いかの懸念が存している。この傾向の助長は，錯誤者本入とその相手方との公平の要請をないがしろにし
がちである。この点は1わが国でも同様に，錯誤制度自体が，本来，錯誤者個入を保護する趣旨に出でる
ものであるとしても，相手方との公平を保塁としなければならない。
　最後解，近時，その主観説の中で，特に，本質の錯誤を債務の原因の観点からとらえる原因説が有力に
なつてきていることは・・ランス嬬いて・契紋おける原因齢が酪価されてきていることに通じる
のであるが，この問題は，ひとリフランス民法のみにおけるばかりではなく，わが国においても，法律行
為理論の再検討を促す契機を与えるに十分であると思うのである。　　　　　　　　以　　上
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